
労働基準監督署 

電子通知オプション 

労働基準監督署からのお知らせを電子媒体で受け取ることを希望される場合はこのフォームにご記入く

ださい。 

§33.通知サービス。1.他の法律、規則または規制にもかかわらず、コミッショナーまたは審査会また

はこの章の条項に影響を受ける人物が、別の人物に対する書面による通知を出す必要がある場合、当該

通知は当該人物が直近まで働いていた宛先への書簡で郵送で送付されるものとし、その人宛てに届く、

もしくは本セクションの第二小節に従ってその人物の同意のもとで電子的なやりとりによって届けられ

るものとする。共同経営会社への通知はその共同経営者のいずれか、企業への通知はその役員または代

理人のいずれか、有限責任会社への通知はメンバーまたは代理人のいずれかに通知が届くものとし、民

事一般の法律と規則の定めるところにより召喚状を送達することができる者に、または本セクションの

第二小節に従って法人の同意を得て電子媒体によって召喚状を送達することができる者に送られるもの

とする。法人の同意は、共同経営者、役員、代理人、メンバー、オーナーまたは他の同様の個人によっ

て提供される。本監督署の命令または要求が送達される必要がある場合は、通知の送達について前述し

た方法で送達されるものとし、当該命令または要求の影響を受ける施設を管理する適切な年齢および裁

量のある者に送達するか、本セクションの第二小節に従ってその者の同意を得て電子的やりとりによっ

て送達するか、担当者が見つからない場合はその写しを施設に目立つように貼付することにより送達す

るものとします。

2.本セクションの目的において、個人または法人は、入会または登録が任意であること、および本セク

ションに定める郵便または直接の送達による通知を引き続き受け取ることができることを目立つように

通知されたにもかかわらず、代わりに電子的やりとりのみによる通知を受け取ることを肯定的に選択し

た場合、電子的やりとりに同意したものとみなされるものとします。

日付：  

事業者名/クライアントの事業者名：  

事件ID番号（既知の場合）：  

同意者名：  

同意者役職：  

該当する場合は一つ選択：雇用主の弁護士 ☐    雇用主の会計士 ☐ 

請求人/請求人代理人 ☐       その他：  

通知の受領のためのEメールアドレス：  

ニューヨーク州労働法第33条により、労働基準監督署からの通知を電子媒体でのみ受け取り、郵便また

は上記で言及された他のサービス手段では受け取らないことを自ら選び（または）同意をしたことを、

私はここに宣誓します。

同意者署名： 
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